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農幽村不動産市場の構築
一遊休不動産の活用による農山村の再生を目指して一
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本研究は、増加傾向にある耕作放棄地、施業放棄林、空き家を農山村遊休不動産と定義し、農山村への移住希望者と農山

村住民間で適切な不動産需給調整が行われるための市場(仲介機能)の構築可能性を検討した。まず農山村不動産需要者で

ある移住希望者と供給者の地元住民、更に既UIターン者への意向調査から、需給意向と需給構造を明らかにした。また不

動産仲介組織の事例調査から、組織形態毎に現状と課、題を分析した。その結果、多くの需給ギャップが見いだされ、農山村

不動産市場構築には、都市住民に開かれ、かつ地元住民の信頼の元で地域情報と不動産活用に関する制度を確実に把握した

うえで仲介機能を果たせる新たな組織の必要性を指摘した。
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咽はじめに

農山村では農林業従事者の高齢化と後継者不足が続いて

いる。2005年の農業就業人口は337万8千人で2002年比14.2

%の減少となり、65歳以上の高齢者が58%を占めている。

林業就業者も同様に減少・高齢化し、全体の25%は65歳以

上の就業者である。その結果、農山村では耕作放棄地、施

業放棄林及び空き家が増加している。

一方で、団塊世代の農山村移住や30～40歳代の就農就林

志向が高まっている。

団塊世代の人口はおよそ676万人と推計され、各分野で巨

大シニア市場の形成を見越した戦略が打ち出されている。

ある大手旅行会社は、自治体と共同で定年後UJ【ターンする

農山村の候補地を見学する「定年後の田舎暮らしツアー」

を企画し、好評を博している。また、農的暮らしや自給自

足に焦点をあてたテレビ番組の放映や雑誌の刊行も目立っ。

農林業においては、新たな担い手として団塊の世代とと

もに若年の新規就農希望者に注目が集まり、全国農業会議

所や全国森林組合連合会などが各地で就業相談会や就業体

験ツアーを開催している。

このような農林業や農山村をめぐる新たな動向は、今後

農山村の農林地や空き家をめぐる不動産市場形成の可能性

を含んでいると考えられる。

これまで、都市住民の農山村居住・農林業就業のニーズ

に対する調査や施策は積極的に進められてきた。しかしな

がら、農山村における定住人口確保と土地取得に際する仲

介者については、その必要性は認識されているものの、農

山村住民のニーズに関する調査研究は弱く、都市住民と農

山村を調整し、取引を仲介する組織の形態や機能に関する

研究はほとんど見られない。

そこで本研究では、都市住民の農山村居住に関する意

向調査とともに、農山村住民の農林地管理及び空き家保有

状況と貸与売却意向の把握、さらに移住者受入意向にっい

て調査し、農山村「遊休」不動産の需給状況と、需給の調

整、仲介を担う組織のあり方について分析した。
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2農山村遊休不動産需要の構造

一農山村遊休不動産を求める都市住民像とその内容一

2.1全国的な動向

都市住民の農山村・農林業に対する関心は、年々高まっ

ている。NPO法人100万人のふるさと回帰・循環運動推進セ

ンターが三大都市圏の在住者50,150人を対象に行った「都市

生活者に対するふるさと回帰・循環運動に関するアンケー

ト(2005年1月公表)」では、20～60歳代の約40%がふるさ

と暮らしを志向する結果が出た。また、国土交通省は2030

年には潜在的な2地域居住人口が1,080万人に達する可能性

もあると推計し、各自治体に対して①住民である定住人口、

②インターネットを通じての情報交流人口、③観光に来る

交流人口の他、「2地域居住人口」も対象に、農山漁村の滞

在者を増やす具体策を盛り込んだ「地域計画」の策定を提

案している。

農業では、新規就農者と団塊世代の帰農に注目が集まっ

ている。新規就農者は1995年には48,000人だったが、2000

年には77,100人、2003年は80,200人に増加した。うち約半数

は60歳以上だが2001年以降は減少しており、一方39歳以下、

40歳代および50歳代の就農者数は1995年以降増加している。

新規就農相談センターへの相談者の50%以上は39歳以下と

の統計も出ている(農林水産省・農業構造動態調査)。

また、市民農園に対するニーズも高まっており、農林水

産省の調査では全国で3,001農園(2004年末)が設置され過

去5年間で1.3倍に増加した。このうち、関東、東海および近

畿の農園数が全国の70%を占め、都市近郊の市民農園では

空き待ちの場所もある。さらに、農的暮らしへの関心の高

まりから簡易ロッジを伴う滞在型市民農園も増加しており、

市民農園には都市住民との交流活性化と共に、耕作放棄地

解消の効果も期待されている。

林業については、2003年度からは導入された「緑の雇用

担い手育成事業」により、1999年以降2000人台で推移して

いた林業への新規就業者は、20(n年に3538人に転じた。こ

のうち86%は離職による林業就業である。2005年には44都

道府県・473事業体で同事業が行われ、研修終了生1815人の

うち約90%にあたる1658人が林業へ就業している。

2.2アンケート調査と調査結果の概要

本研究では、都市住民の農山村不動産取得意向把握につ

いて、インターネットを利用したアンケート調査と、農林

業就業フェア来場者に対するアンケート調査の2通りで実

施した。調査期間は、インターネット利用のアンケート調

査が2004年11月から2005年12月までの13ヶ月間である。就

農フェアでのアンケート調査は2005年6月および9月、林業

就業フェアでのアンケート調査は2005年7月および11月に

実施した。合計回答数は462である。

これらを年齢別、移住方法別(移住・別荘)、出身地一

現住地(地域類型)別および家族構成別に分類し、それぞ

れについてクロス集計を行った。

2.3移住希望者の意向

2,3.1年齢別分析

年齢別分析は、回答者を20代以下、30代、40代、50代、

60代以上の5グループにて行った。有効回答数は458である。

全体の6割強に移住意向があり、とくに30代と40代に強い

意向が見られる。しかも30代は、5年以内での移住希望が顕

著である。別荘取得意向は若年層では弱く、50代以上の団

塊世代に表れており、年齢によって農山村への移住形態が

異なることが分る。

褻2-1年齢階層別移住・別荘取得意向

        人数移住(%)別荘(%)
        憲向あり5年以内10隼以内慰向あり5年以内10年以内

        20代以下12059.958324.39.959412
        30代1027446881837211.144.4

        40代6067161.224.515136427.3

        50代4651869024130435.3529

        60代以上11586673335.310001GO.o
        舎餅3296298503t413025.9552

資料:都市住民アンケート調査結果.

全体の約213に農…地保有意向があり、20代以下と40代でと

くに強い。逆に、移住意向が最も強い30代の保有意向は68.6

%と、全年齢層で最も低くなっている。林地保有意向は、

農地に比べ弱く全体の約1/3に止まった。40代、60代以上の

順で意向が強く、30代は農地と同じく最も意向が弱い。以

上から、30代は農山村に居住しつつも農林業以外への就業

や自らが農林地を所有しない農林業事業体への就業意向が

あると考えられる。また、20代と40代には農林地の保有意

向があり、農林業への関心が他の年齢層よりも強いことが

推測できる。

褻2-2年齢階層別農林地保有意向

         農地(%)林地({光)

         人数必璽不嬰その他人数必要不璽その他

         20代以下9989961408440550095
         30代9476621321日0338550113

         40代4993961004548944467

         50代45756178673740551481

         60代以上785700143666フ167167
         含計2948401263425240550095

資料:都市住民アンケート調査結果

空き屋志向性は年代が上がるにっれ高まる傾向にあり、60

代以上では全員が「空き屋がよい」と回答している。
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表2-3年齢階層別空き家指向性

     移住希望(%)

     n空き家がいい空き家でも可空き家不可

     20代以下10222.574.52.9

     30代9328.O68.83.2

     40代484.1.758.30.0

     50代30弓3.346.710.0

     60代以上2100.00.00.0

     合計27330.066.73.3

資料:都市住民アンケート調査結果

表2-6地域類型別空き家指向性

     n移住希望(%)
     空き家がいい空き家でも可空き家不可

     都市一都市9229.368.52.2

     都市一地方3023.370.06.7

     地方一都市5133.364.72.0

     地方一地方10031.064.05.0

     合計27330.066.33.7

資料:都市住民アンケート調査結果

2.3,2地域類型別分析

出身地一現住地の地域類型別の分析では、自治体を「都

市」と「地方」に分類して行った。本研究での都市の定義

は、東京都23区、政令指定都市および近隣の政令指定都市
間の沿線都市である。

都市一地方、地方一都市タイプの2地域居住経験者に移住
意向があり、都市居住経験者には別荘保有意向が見られた。

褻2-4地域類型別移住・別荘取得意向

        人数移住(%)別荘(%)
        憲向あり5無以内10隼以内憲向あり5年以内10年以内

        都市一都市11162.364.823.113.735.030.0

        都市一地方3863.866.723.317.01256Z5

        地方一都市5774.361.519.27.120.020.0

        地方一地方12752.662.023.01轟.218.5醐.4

        含計33362.363.422.313.723.340.0

資料:都市住民アンケート調査結果

農林地ともに地方一都市、都市一地方タイプに強い保有

意向が見られたことから、地方・都市両方の居住経験者は

農林業への関心が高いことが推測できる。

褻2-5地域類型別農林地保有意向

         農地(%)椋地(%)

         人数必要不要その他人数必璽不要その他

         都市一都市10177217850913745279.9

         都宿一地方35886114002948351700

         地方一都市5585.510.9364452343245

         地方一地方92880764377274524119

         合計4538371243924137950885

資料:都市住民アンケート調査結果

都市一都市タイプと地方一都市タイプで空き屋指向性が
現れており、都市現住者に農家住宅や古民家への強い憧れ
があると考えられる。

2.3,3家族構成別分析

1)移住時家族構成と移住動機及び移住時期

農山村への移住希望者の意向と遊休不動産需要について、

現在の家族構成に基づいて区分し整理したのが表2-7である。

家族構成は、1人暮らし、夫婦、ファミリィ(回答者とその

子供との同居)、親同居家族(回答者とその親との同居)、

3世代家族(回答者とその親及び子供との同居)に5区分し

ている。回答者数は1人暮らし、親同居家族、ファミリィ、

夫婦、3世代家族の順で、前2者で2/3を占めている。これは、

アンケート調査対象者が農業フェアや林業研修会などへの

参加者にほぼ限られたことが影響していると考えられる。

平均年齢は、親同居家族、1人暮らし、夫婦、ファミリィ、

3世代家族の順で、親同居家族の回答者はファミリィでの大

学生や社会人の子供と表裏の関係にある。また、ファミリ

ィでの子供が就学前から社会人まで幅広いのに対し、3世代

家族の子供は大学生以上と年齢的に高くなっている。

移住時に想定されている家族構成は、単身から家族に

まで分散しているが、基本的には現在の家族構成が想定さ

れており、そうした傾向はとくに夫婦で強い。しかし、フ

ァミリィや3世代家族では夫婦で、親同居家族では単身で移

住するとの見通しをもつ移住希望者が多い点に特徴を見い

だすことができる。すなわち、親や子供との別居や別離な

ど家族の変化を前提に、夫婦か単身で移住を考える希望者

が多く、両者で移住時家族構成の49%程度を占めている。

また、まだ決めかねている回答者が1人暮らしと親同居家族

に多く見られ、移住希望はあるものの、機が熟していない

者も多く含まれていると推測される。

自然環境と教育は都市居住者で不満が強く、通院と仕事

に関しては地方在住者で相対的に不満が強いが、家族構成

では1人暮らしか親同居家族あるいは夫婦で不満のある評

価項目が見られる。これに対して、3世代家族はおしなべて

満足している状況がうかがえ、ファミリィでは相対的に不

満な項目がない。前3者の方が年齢的に若いことも加味すれ

ば、現在の生活環境等への何らかの不満や違和感をきっか

けに農山村への移住を考えているのに対し、後2者では第2

の人生設計の1つとして農山村暮らしがイメージされてい

るように考えられる。

一313一 住宅総合研究財団研究論文舞三No.33,2006年版



表2-7農山村移住希望者の家族構成と意向

(単位:人、歳、%)

            家族構成人数平均無齢(歳)子供の社会的地位(%)環境評価(得点)職業選択移住時家族構成(%)            山愚前小中学高校生大幽生社会人自然環境教育'院仕事人間関係林禦雇用麟自営その他単身夫函ファミリ族未定
            1人暮らし9830.5一一一一一18222191,81.9212,257,130.736,7928,27.138.8
            夫婦3039一一一一一1.9L872371.731933.3467503.37盆316.73.33.4
            プァミリィ4244.428.633314,326,231.01,882,192,431,761.9519懸・4774833.34盛三)7.lll.9
            親同居家族66291一一『一一1,912,142,521,731.9121.251527333,312.19,ll9,725.8
            3世代家族9501一ll,12224446672222562,672盆3211,155,633.3055622,222.20
            計24534.24.96,13.36.17.81882072361.7819314,750,235.124,923715910,624.9

            家族構成住居手当移住時期空き匿居住意向農地取得林地取得纂落行事頻度移住先必要施設等(重要度)            戸建賃戸建購10年以5年以空き屋空き屋でロが良い地相続等必要OK相続等必要年2-3月1回週玉回口昊雛郵願バス停保育'憶高繊
            1人暮らし34742.913,359.269,424.53179.68335,128.618455,114.30,490,490,180.160300.58
            夫婦56,74026.7467505◎07339556,733.323.35336.70430,530,230,170,370.80
            プァミリィ33.357116,766.759535.77164,388.9U,928.628,645.29.50,480,480,240,170,360.74

            親同居家族42,434.818260.674,222.715758809125816760,613.60,560,550230080,240.65
            3世代家族33,355.633322255,622.20556100033344444400.560.440.220叢α7$
            計39243317,658661292.974385.27,328,621,254,311.80500510,210,130,290.66

資料:
注1)

2)
3)
4)

都市住民アンケート調査結果
平均年齢は、20歳代以下235歳、30歳代345歳、40歳代445歳、50歳代545歳、60歳代以上63歳で計算.
移住時家族構成の家族には、親同居家族と3世代家族を含む.
環境評価(得点)は、満足3、普通2、不満1で計算.
移住先必要施設(重要度)は、コンビニ・スーパーと郵便局・銀行では両方とも必要2、どちらか必要1、不要0、その他については
必要1、不要0で計算.

この点についてさらに検討を加えてみる。移住時期につ

いては、具体性を持った対応が必要で移住意向が固まって

いると理解される5年以内との回答率が、ファミリィ、親同

居家族、1人暮らしで5割を超え、夫婦でも5割弱見られる一

方で、3世代家族では2割程度にとどまり10年以上・未定が4

割強を占めている。職業選択については、1人暮らし、3世

代家族と親同居家族で農業自営が5割を超える一方、ファミ

リィでは1/3にとどまっている。林業雇用の希望者は親同居

家族とファミリィで2割前後を占める反面、夫婦ではわずか

3%にとどまっている。その結果、夫婦とファミリィでは農

林業以外への就業が多くなり、夫婦では5割に達している。

職業選択について少し整理すると次のようになる。農業自

営の希望者は、平均年齢32.8歳、移住時の家族構成は1人暮

らしと親同居家族で73%、ファミリィと夫婦が各ll%、5年

以内の移住が62%である。林業雇用希望者は、同じく33.0

歳、1人暮らしと親同居家族72%とファミリィ22%、61%が

5年以内となっている。つまり、農業自営と林業雇用の希望

者は、基本的な事項で共通していると見なせるであろう。

ただ、林業雇用でファミリィの、農業自営で夫婦の比率が

やや高い点が唯一異なる。

移住先に必要な施設については、病院を除き重要度は高

くなく、やや必要程度である。保育園・幼稚園・学校に関

しては、当然のこととして該当者がいる家族でのみ重要度

が高くなっている。

2)農山村不動産取得意向と集落付き合い

農山村不動産の取得意向について家族構成別に見ると、

住宅の手当については、戸建ての購入意向が強く、戸建て

の賃貸が続いている。こうした傾向はファミリィや3世代家

族で顕著に見られる反面、夫婦や親同居家族では賃貸意向

にやや傾いている。戸建て住宅にっいて空き屋指向性が強

い(空き屋が良いとの回答者)のは夫婦とファミリィで、

とくに都会出身者で顕著である。また、5年以内での移住希

望者と農業自営希望者で空き屋指向が強く現れている。つ

まり、都会出身の農業自営希望で5年以内に夫婦やファミリ

ィでの移住を考えている回答者(平均年齢は37歳)で、強

い空き屋指向が見られる。

農地取得希望は全体の3/4で現れ、当然ながら農業自営意

向をもつ移住希望者に強く見られるが、林業雇用希望者で

も6割程度が取得意向を示している。また、農地に関して、

耕作放棄地でもかまわないとの回答が家族構成に関わりな

く8割を超えている。一方、林地にっいては、林業雇用希望

者の47%が取得意向をもつとともに、農業自営希望者でも

26%が意向を示している。また、この両者で林地取得希望

者(職業未定を含む)の7割を占めているが、家族構成によ

る大きな差は見られない。

集落行事への参加頻度については、親同居家族と1人暮ら

しで月1回以上を7割前後が許容しているのに対し、ファミ

リィでは5割台、3世代家族では4割台にとどまっている。こ

うした意向は、農業自営希望や農地取得意向とも照応し、

若くて農業に就業する意向をもつほど集落付き合いにも積

極的な関係が浮かび上がっている。反面、農業自営への意

向が弱く農地取得にも相対的に消極的なファミリィや3世

代家族では、集落行事への参加意向もまた弱くなっている。

3)簡単なまとめ

現住地での生活環境に何らかの不満をもっ1人暮らしや

親同居の若年層で農業自営や林業雇用への意向が相対的に
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強く、また農地取得希望を持ち、集落との付き合いにも積

極的な態度を示している。住居については、戸建てを希望

しているものの、空き屋への居住については中立的である。

一方、現住地での生活に比較的満足しているファミリィや3

世代家族では、農地や農業への拘りが少ない反面、戸建て

の空き屋への高い関心を示しており、第2の人生を農山村で

過ごしたいとの意向もうかがえる。林地取得については、

農林業就業希望者でやや強い意向が見られるものの際だっ

たものではなく、また家族構成によっても違いは少ない。

あってもかまわない、という態度が一般的と考えられる。

2,4別荘取得希望者の意向

後掲表2-9に掲げる項目を変数として、別荘取得希望の54

人を対象に因子分析を行った結果、7因子を抽出し、各因子

を次のように命名した。第1因子;地域密着度(変数;農地

取得意向、耕作放棄地利用意向、林地取得意向、集落行事

参加頻度、病院重要度)、第2因子;家族数(別荘同居者、

現同居者、人間関係)第3因子;学校需要(保育園・幼稚園

重要度、焼酎高校重要度)、第4因子;児童同居(小中学生、

就学前)、第5因子;生活環:境満足度(通院・教育・仕事・

自然環境満足度、別荘取得時期)、第6因子;男性高齢度(年

齢層、就業者、性別)、第7因子;地方性(現住地、バス停

重要度、出身地)であり、7因子の累積寄与率は0.575である。

また、同じ変数と標本を使ってクラスター分析(ウォード

法、ユークリッド平方距理法)を行い、4っの類型を抽出し、

類型名、人数、因子得点を表2-8に示している。

さて、類型毎に各変数の平均値を掲げたのが表2-9である。

類型1(自然環境指向(農山村隠遁)型)は、都市出身で

様々な家族構成が含まれており年齢的には中位にある。現

在の生活環境に関しては自然環境に対してだけやや不満を

もち、主にレジャー娯楽目的で別荘の取得意向をもち、空

き屋指向性もある。しかし、取得予定時期は比較的遅く、

農地や林地取得意向も極めて弱い。そのため、集落行事へ

の参加意向も希薄である。

類型ll-1(地方出身単身2地域居住型)は、1人暮らしの地

方出身者が多く、自然環境と教育以外に強い不満を持ち、

やはりレジャー娯楽に別荘取得の主目的があり、戸建ての

別荘を購入する意向が強く、別荘取得の時期も明確である。

ただ、空き屋に関しては中立的だが、農林地取得意向や集

落行事への参加意向は強い。類型9-2(高齢ファミリィ2地

域居住型)は、現住地が都市の高齢者ファミリィで生活環

境評価は全ての項目において平均的で、週末農林業を主目

的に別荘取得意向をもっている。そのため、農林地取得意

向が強く、別荘の取得時期も10年以内が7割に達しているも

のの、集落行事への参加意向ではやや消極的な部分も見ら

れる。類型ff-3(若齢親同居家族2地域居住型)は、都市出

身で若齢の親同居家族で、生活環境にはおしなべて不満が

なく、別荘取得目的もレジャー娯楽を中心に週末農林業も

含まれている。農地取得意向や空き屋指向性が強く、集落

行事への参加意向も最も高い一方で、林地への関心は薄く

なっている。

2.5農山村遊休不動産の需要構造

都市から農山村への移住は、資金面や就業面、生活環境

等、生活全般に大きなインパクトをもたらす行動である。

それ故、田舎暮らしや農林業就業への憧れで終わる場合や、

移住したいと強く希望するものの現在の生活を変えること

への不安から長期間に渡って躊躇する場合もある。だから

こそ、農山村不動産の需要構造を明らかにする際には、何

が移住動機であるかについて慎重に検討付けをしておく必

要がある。

本研究において、都市在住経験者に農林地保有意向や空

き家指向性が強いとの結果が得られたが、そこには近年ブ

ームともなっている「田舎暮らし」への憧れが少なからず

あるとも考えられ、意向が直ちに需要に結びつくのかさら

なる検証が必要になる。

また年齢や出身地、現住地および現在の生活満足度とと

もに農山村での職業選択が農山村不動産の需要に影響を及

ぼしてもいる。全体的な傾向としては、農地保有と空き家

指向性が強く林地保有意向は弱いものであったが、就農希

望者と林業就業希望者の間においても農林地保有意向に差

が見られた。このことは、農山村不動産市場を構築する

表2-8別荘生活希望者類型別因子得点

          類型類型名人数(人)地域密着度家族数学校需要児童同居生活環境満足度男性高齢度地方性
          1自然環境指向(隠遁)型15一1.452嬉一〇.1415一〇.0394一〇.0491一〇.1148一〇.1232一〇.2204

          1「五2亘3地方出身独身2地域居住型高齢ファミリィ2地域居住型若齢家族2地域居住型920冤◎0.6539054280.50慮5一1.47150.26421.0082一〇.1150.1092-o.0559一〇.20840.1688-0.0765岐).09560.豆0530.0476一〇.42690.7837イ).99830.40620.0尋68-0.1286
資料:都市住民アンケート調査結果
注1)類型は54人の因子得点を用いたクラスター分析結果(ウォード法・ユークリッド平方距離法)による.
2)類型名は7因子の因子得点を勘案して命名.
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表2-9類型別別荘生活希望者の現状と不動産取得意向等

(単位:人、歳、%)

            類型人数平均年齢(歳)出身地現住地家族構成環境評価(得点)            都市地方都市地方1ム輝尉・蟹讐代臨縮醗仕事蝦

            II-11-2E-3159201039.434.153.725.760,040.033,366.745,055.070,030.053,346.755,644.475,025.060,040.026,720,020,033.30.088,911.100005,070,020.05.000090,010.01,932,272.42,072.072,332,111,891,781.442,152,152,351,8522.12.1251.92.1
            計543851,948.163,037.022.29.331.533.33.72,112,172,311,911.94

            類型別荘目的別荘手当別荘取得時期空き寒居住慧向農地取得林地取得集落行事頻度            レジヤー週末仕事嬢楽農林i業戸建戸建10年5年21⊇空き蒙空き家でも可が良い必要OK相続等必要年2-3回月1回週1回

            夏H-1∬-2H-346,733.3044,433,311.135,050,010.040,030,010.026,753.322,277.830,065.020,060.026,720.044,422.250,020.040,010.073,320.077.80.075,010.050,030.00010088.910085.010080.0Ol3.322,255.65,075.010,030.013,326,713.322,266,711.125,050,015.010,070,020.0
            計40,738.97.425,963.040.718570,414.872,261.17,446.318,550,014.8

資料:都市住民アンケート調査結果
注1)表2・7の注を参照.

際に需要側のニーズを詳しく把握する必要性を物語ってい

 る。

また農林業への就業を希望しながらも農林地保有意向が

見られないケースがあることは、農業法人や林業事業体な

どで役場や農協並みの給料を得ながら雇用され農林業に関

わりたいとの意向をもつ都市住民の存在を示しており、若

年層を中心に農林業に自営以外での就業パターンが定着し

つつあることを証明している。これは、農地法等の規制緩

和による農業への法人参入の加速化にも影響を与えるもの

であろう。このような法人等の農林業への参入によっても

農林地に対する需要が発生し、その結果、雇用の形態を通

じて都市居住者に対する求人一移住の動きを生みだす可能

性もある。つまり、間接的な農林地需要の発生が移住者を

伴って直接的な住居需要を生みだすといった連鎖が起こる

ことになる。こうした新たな農山村不動産需要も含めて、

より詳細な需要者構造の把握に努めることが農山村不動産

市場構築において極めて重要な課題となる。

2.6補論:UIターン者の農山村不動産取得の現況

本研究では、農山村遊休不動産需給の現況把握のために、

近畿、山陰および九州の農山村へUIターンした元都市住民

に対して意向調査を実施した。

調査実施地は、兵庫県(全域)、島根県(全域)、大分

県(全域)、京都府綾部市、熊本県小国町である。それぞ

れの地域でUIター・一・ン者の相談窓口を担当する組織を通じて、

2006年8月末から10月中旬にかけて郵送法によるアンケー一

ト送付回収を行った。調査対象者数は520人、回収率は27.7

%である。以下では、農山村不動産にかかわる側面に限り、

取得の経緯と問題点にっいて回答結果を取りまとめた。

農地:定住意向がある者で賃貸での保有傾向(28.1%)が

あり、中古の空き家を借りている者については「借りた家

に田畑が付いていた。」との回答が多く見られた。また、

実家が所有していた(12.3°/。)との回答も多い。地域に定住

するうえでは、購入による農地保有が望ましいが、農地購

入意向が最も強いのは定住希望が無い者(7.7°/・)であって、

今後の保有希望においても同様の傾向(15.4%)が見られた。

林地:農地と同じく、定住意向のある者の保有が最も多

い(保有ll.9%、実家所有9.0%)。また今後の保有を希望

する者は、定住意向のない者(回答者の13.3%を占める。)

で見られ、定住予定者(38.8%)と未定者(43.6%)では意

向が弱い。

また農林地を比較した場合、現在の保有者率は農地(40.6

%)が林地(13.2%)よりも多く、今後の保有意向について

も農地(7.0%)が林地(4.9%)を若干上回った。

空き家:現在の居住形態で最も多いのは、中古住宅の賃

貸(26.8%)でこれに公営住宅(25.4%)が続き、以下、実

家、新築の持ち家(11.6%)中古の持ち家(8.0%)となっ

ている。これを定住意向別にみると、賃貸中古住宅の需要

は、定住しない者(46.2%)、未定者(29.1%)、定住予定

者(20.6%)となる。これは、定住意向が弱い程、公営住宅

の入居条件を満たせない事や持ち家の所有には至らない事

から空き家に身をおく消極的な動機による居住が考えられ

る。ただ、中古住宅の購入者について見ると定住意向のあ

る者が最も多く、広い住まいを求めて同一自治体内での転

居を検討している者も見られることから、契約条件の明確

な空き家物件が安定的に供給されれば、定住予定者による

空き屋需要は高まる可能性がある。

3農山村遊休不動産の供給構造

一農山村住民の供給意向と特徴一

3.1全国的な動向

農林業従事者の高齢化と後継者不足は依然として継続し

ている。農業就業人口は2005年に337万8千人で2002年比14.2

%の減少となり、68歳以上の高齢者が58%を占める。林業

就業者も同様で全体の25%は65歳以上の就業者である。そ

の結果、農山村では耕作放棄地・施業放棄林および空き家
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が増加している。2005年時点で全国の耕作放棄地面積は

380,000haであり、1995年に162,000haだったものが10年間で

確実に上昇し、さらに2006度の耕作放棄地面積率は2002年

に比べ12%も増加している。

林地も、材価低迷と林業従事者の高齢化により施業放棄

が増加している。2006年森林・林業白書によると、スギの

立木価格は1970年に9,380円、ピーク時の1980年には22,707

円であったが、2005年では3,628円にまで落ち込み、一方苗

木代や伐出業賃金は1980年以降も値上がりし林業所得は大

きく減少している。こうした価格の推移は林業者の意識に

影響を与え「森林資源の循環利用に関する意識・意向調査

(農林水産省実施)」では森林の手入れがされない原因と

して「採算があわない」「施業費用を負担できない」等が

報告された。

加えて空き家も増加している。2005年3月に国土交通省国

土計画局が発表した「平成16年度国土施策創発調査・半定

住人口による多自然居住地域支援の可能性に関する報告

書」では、地方の空き家件数は2000年には300万戸あると推

計されており、1980年の推計値に比べ70万戸の増加、更に

2020年には460万戸に達すると見込まれている。2000年には

ll%である空き家率も、2020年には18%まで上昇するとの

予測値も出ている。

一方、近年はこれらに対応するための新たな動きも見ら

れる。農地については農地施行規則が改正され、耕作放棄

地が相当程度存在する地区における農地取得の下限面積を

最低10aにまで緩和することが認められた。また、市民農園

特区の全国展開により、地方公共団体または農業協同組合

以外の者が、適正な農地利用を確保する方法を定めた貸付

協定を市町村などとの間で締結することを義務付けた。更

に遊休農地所有者に対する市町村による草刈等の措置命令

および代執行の制度化、民間業者や都市住民による農作業

体験施設の設置・運営や民宿事業許可等が盛り込まれ、遊

休農地解消を見据えた法改正となっている。

林地においては、効率的な管理が様々な観点から求められ

ており、新規林業従事者の安定的な確保が急がれている。

2003年から開始された「緑の雇用担い手対策事業」では就

業先の70%を森林組合が占め、林業就業者の受入に積極的

な対応が見られる。

空き家についても、行政やNPO法人等による空き家バンク

の開設や宿泊施設としての整備・利用等の事例が見られ、

「田舎暮らし」をキーワードに事業展開をする不動産業者

も増えっっある。

これら農山村遊休不動産に共通する懸案事項は、一度管理

放棄された不動産は急速に荒廃・劣化する点であり、放棄

前の状態に戻すには多くの時間と費用が必要となる。その

ため、所有者は不動産管理の新たな方策を模索している現

状にある。

ここで視点を農山村集落に転じてみる。2005年4月現在、

全国の市町村のうち過疎市町村数は37.5%にあたる899市町

村である。市町村合併が進んだ近年は、農山村集落の維持

が危惧されている。

このような状況下で、農山村には独自のモデルやマネジメ

ントの構築、地域ブランドの発掘、地域内外への情報発信

等、主体的な立ち回りが求められている。その結果、現在

各地でグリーンツーリズムや農林業体験、農山村定住など、

都市住民への情報発信や交流や移住の受入が盛んに進んで

いる。財団法人都市農山漁村交流活性化機構が実施した「主

な公的グリーンツーリズム関連施設における経済的・社会

的活動実績動向調査」では、都市農山村交流に関する公的

施設は全国に約7,000箇所あると報告されている。施設別の

構成比は、農産物等の直販、飲食関係が約60%、宿泊・滞

在が約20%、その他には農業等の体験、保養・休養、鑑賞

探勝があり、都市住民と農山村住民の間に様々な交流が生

まれていると考えられる。また、農山村への定住を希望す

る都市住民に対して、地場産業の体験・研修や住宅整備、

資金助成などに取り組む地方自治体も多く見られ、都市住

民との交流や定住を受け入れる体制が整備されつっあるこ

とから、農山村遊休不動産の供給意向の把握も、都市住民

の需要意向とあわせて必要であると考えられる。

3.2アンケート調査結果の概要

農山村住民への意向調査は、集落の常会等での聞き取り

調査および郵送アンケート調査の2通りで実施した。

聞き取り調査は2004年12月から2005年12月にかけて愛媛

県内子町、久万高原町、松野町と高知県四万十市の計6集落

で実施した。

郵送アンケート調査は、ある程度の農林地があり、かっ

新規就農者やUIターン者の受け入れにも対応している愛媛

県旧中山町、旧双海町、旧広田村、旧河辺村、旧久万町、

旧小田町、旧内子町、旧野村町、旧城川町、松野町および

高知県1日西土佐村の計11町村の集落を対象に行った。各市

町村役場で紹介を受けた集落代表者に電話で調査依頼を行

い、許可の下りた集落に対して2005年8月から12月にかけて

郵送式のアンケート調査を実施している。

このアンケs-・一・ト調査では、回答者は原則1世帯1人とし、

総回答数は1,953である。

3.3集落の特徴と遊休不動産供給意向

愛媛県と高知県の93集落(字)を対象にしたアンケート

調査の有効回答数1,602を標本に行った因子分析の結果を表

3-1に示している。用いた変数は26で、これらは表3-3の項目

に対応している。6因子を抽出し、各因子について変数等を

勘案して表3-2に掲げる因子名をつけた。6因子の累積寄与率

は0.473である。また、同じデータを用いてクラスター分析

(ウォード法、ユ・一一一一・クリッド平方距理法)を行い、4類型(亜

類型2っを含む)を抽出している。
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さて、各類型に含まれる集落の因子得点の平均値を表3-2

に示すとともに、その傾向から各類型に名前を付けた。ま

た、表3-3は、変数に使用した項目にっいて各類型の平均値

を示している。

まず類型1(開放集落)は、高齢化が進み、子供との同

居やその可能性も少なく、集落の活力が不足し望ましい集

落規模は現在の倍必要だが、かといって集落維持が無理だ

とも認識されていない13集落で構成されている。不動産所

有構造は、農地及び林地を所有する住民の比率が最低で、

林地の手入れもやや不十分だが農地耕作は比較的行われ、

農林地ともに売却意向と貸与意向が最も強く現れている。

また、空き屋を所有する住民比率と売貸意向ともに最高で

ある。不動産の斡旋主体と売貸対象にっいては様々で、都

会からの移住者も対象として十分に認識されている。その

ため、都会出身者の受入に対しても最も積極的で、受入条

件の設定も緩やかである。っまり、集落や不動産の維持管

理が困難な状況になりつつある中で、それらを管理する主

体の模索や受入に積極的な集落といえ、集落維持について

も必ずしも絶望的だと認識されているわけではない。

類型9-1(衰退集落)は、含まれる集落数と回答者数が最

多で、年齢もわずかな範囲内ではあれ最も若く、子供との

同居率も高めであり、集落活力も相対的にあると認識され

ているものの、集落規模については不安がもたれている。

また、農林地の所有者率は高い方だが、耕作や手入れ放棄

が最も進んでいるにもかかわらず売貸意向は必ずしも強く

ない。空き屋所有にっいても同様で、比較的高いけれども

売貸意向は強くない。また、斡旋や売貸対象は地元の関係

者に集中する傾向が見られ、都市からの移住者への売貸意

向は最低で、受入についても最も厳しいが、集落行事への

参加要請は弱い。標準的な農業集落といえ、まだなんとか

集落は維持されているものの、生産面での後退が進み、不

動産の維持管理についても消極的で、閉鎖的な対応にとど

まっている。そのためか、集落維持が無理との認識も予想

外に強い。

類型翼一2(活性集落)は、50歳代以下率と子供との同居率

が最高で、集落活力もあり集落規模的にも好ましく、集落

維持でも不安はあるもののなんとかやれそうだと認識され

ている。農林地所有者率は類型夏に次いで低く、耕作や手

入れも積極的に実施されており、売貸意向が最低である。

空き屋についても同様で、所有者率、売貸意向とも最低で

ある。そのため、斡旋・売貸対象も地元を含め想定されて

おらず、都会出身者の受入にもどちらかといえば消極的で

ある。少なくとも調査対象のなかでは、活力が高く活性化

している集落で、集落や農林業生産の維持、不動産管理も

比較的行われており、不動産の売貸意向は弱い。そのため、

都会出身者の受入には消極的で、不動産市場が最も成立し

にくい集落類型と考えられる。

類型皿(合理的集落)は、60・70歳代に固まった年齢構

成で、子供との同居率も低い。集落活力が不足し、集落維

持は難しいと認識される傾向にある。農林地所有者率は最

高で、耕作放棄が見られるが、森林の手入れは比較的進ん

でいる。また、農林地の売貸意向も強く現れている。

表3-1集落現況・意向等因子分析結果(因子負荷量)

        、ズアa1a2a3a4a5a6、
        農地売却意向0808006020.0038-004040038025880.7266

        林地売却慧向07225一〇〇6420045011580.(蛭)450368506863

        林地手入れ不十分05352一〇〇801-031101869-003370043704276

        農地全て耕作一〇5153一〇63380104301403-04170075408774

        林地手入れ終了一〇4437OIl2301517-006420.11260209702933

        農地所有者率一〇40900538-026450257031520002804055

        林地所有者率一〇337802435一〇13740〔》93802931-0.016502873

        集落活力なし一〇.20620.5965一〇1346-01605-007260107504591

        集落維持無理一〇17870579一〇.1967-0057900577008280.4195

        農地一部耕作0317905728一〇1925-003060.5453-020フ108073
        集落戸数倍必要一〇〇2930560902676-00284-004230173504198

        宗教活動参加要盒爵一〇1882一〇3506一〇〇456一〇.199903330265203816

        【ターン受入意向一〇〇615一〇158108863Ol4240.18070165708947

        地区合慧必要00948-00084一〇8427一〇1588-0001-0124307599

        地区活動参加希望一〇〇〇28-Ol459039340046503453-0.ll590311

        林地貸与慮向0.084901447000020,68300544013605161

        年齢一〇.08250.1465-0.Ol91一〇5989一〇〇492019870.4292

        子と同居00089-030580138905932Ol845-0220205473

        農地貸与窟向一〇〇424-005120159205495一〇.05980.14050355

        地元若者貸与001780001101384一〇〇322059030072103742

        親戚貸与一〇.0992003070.09930,13405222Ol23103265
        移住者賞与0037600784003070.08440.15650599403994

        公的組織仲介00509-00972-00618018910.4039046880.4345

        空き屋売却窟向Ol46900462-00114-02922-002260430502951

        空き屋黛与窟向0073006310.1067-00167-00356040401855

        空き屋所有者率一〇〇5250161801694-0.245202790.28750.2782

        寄与率00957008390083007510072500627
        累積寄与率0.095701796026270337804互030473

資料:集落アンケート調査結果

注変数については表3-3を参照のこと.

空き家所有率も高く、貸与を中心に強い売貸意向が見ら

れる。不動産の斡旋・売貸対象は幅広く、しかも偏り少な

く想定され、都会出身者にも地元と同様に開かれている。

都会出身者の受入にも比較的積極的であるとともに、集落

行事への参加要請も強い。集落の衰退傾向が最も強く現れ

るなかで危機感も強く、不動産管理や集落維持のためあら

ゆる主体や対象に積極的に働きかけようとする態度や努力

が浮かび上がっており、なおかつ集落活動へのこだわりも

強く有している。その意味で、不動産市場が成立しやすい

環境が醸成されているともいえるであろう。

3.4農山村遊休不動産の供給構造

農山村不動産市場の供給構造について、集落タイプとの

関係において見てきた。要約すると、当然のこととして、

不動産が利活用されていれば売貸意向は弱く、遊休化する

につれ売貸意向も強まる傾向がうかがえる。しかも、不動

産の売貸や集落維持のため、集落サイドにも工夫や努力が

見られ、意識の変化も起こっているように思われる。その

ため、農山村遊休不動産市場の成立可能性は、供給サイド

からも高まっていると理解できるであろう。しかし、遊休
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不動産があるからといって、必ずしも売貸意向に結びっい

ているわけではない。売貸を制約する集落の雰囲気や特性

が作用している側面も否定できない。今後、どのような集

落で不動産売貸意向が強く、あるいは弱いのか、さらに分

析をすすめる必要がある。また、その要因がどこにあるの

か、集落での丁寧な観察や意見徴集によって見極めること

が重要である。

3.5補論:UIターン者の視線による供給構造の問題点

農地:UIターン者の調査結果からは、定住意向と購入で

の農地保有意向は一致しないが、実際に就農意向をもち定

住した者の事例からは違う側面が見られ、農地をめぐる新

たな需給意向の符合を指摘できる。

専業農家が減少し兼業化が進む兵庫県丹波市では、自らは

高齢等を理由に管理が困難であるが農地は荒らしたくない

所有者と、農地を保有し農業を営みたい新規就農者の問で、

土地利用権の貸借関係が結ばれている。農地は一度放棄を

始めるとわずか数年で潅木が生育し、再び耕作可能な農地

に戻すには多くの費用と時間がかかるため、所有者にはで

きるだけ農地に手を入れたいとの意向がある。一方、農地

保有を希望する新規就農者には農地法における下限面積規

定や就農計画の作成、農地所有者との信頼関係の構築など

クリアすべき課題が多い。これらの現状をふまえた時、土

地そのものではなく利用権のみの貸借は、需給者それぞれ

表3-2集落類型別因子得点

         類型集落数類型名不動産管理実態・意向限界厳ξ移住者受入,、向不動産貸与家族タイプ地縁血縁意向空き家処理意向

         工豆1皿2皿13402416開放集落崩壊集落活性集落合理的集落0.62950.14552-0.3957-0.281710.05650.36285-0.64710.017610.61552-0.337280.187580.06171一〇.1108-0.00835-0.034270.16229一〇.292370.20883-0.646380.685060.63069-0.39517-0.347890.99733
資料:集落アンケート調査結果
1)類型は93集落のクラスター分析結果による.
2)類型名は6因子の因子得点を勘案して命名.

表3-3類型別集落の現状と不動産売却・1ターン者受入意向

(単位:人、歳、%)

                類型集落数(字)回答数(人)年齢(歳)年齢階層子供との同居集落活力望ましい集落規模集落維持農地所有者率農地                 耕作状況売貸意向

                50歳代80歳以'惣子と口今後口活力∠不足今の倍今の∠現状で無理口全て一部売り'い貸し一い

                11340241619070648022664.861.362.263.634.712ユ39,21142.97.336.78.436.83.738.24.739.25.634.17.18,447.41145.216,3308,452.239.52.633.63.425.62.930,110.211ユ17.412,925.813,814.48,431.472.688.783.593.849,343.51323.937,955,310,520.865,130,7518.744,349,511,321.7                H2

                H3

                皿

                計93160262.33959.737.85.2iL941.931.44.112,322.28647.9469,320.6

                類型林地所有者率林地空き家所有者率空き屋売貸意向斡旋・売貸対象都会出身者の受け入れ条件                手入れ状況売貸意向地元都会受け入れ態度行事参加の必要性

                手入れo、手入れ、∠売り貸し'い'い売り一い貸し一い公的玄地元の親戚榊不動産移住者積極的γ忍地区合意」、、地区宗教

                170.584.379.493.420,954.514,560.3224724,646.417.2917.36.913.15.517.5918.4147.91517,16011,111.12.65.38,835.321,614.78.927,416.48.524.89.24.68115,510.60,512.11.47.81.97.90.915557,935.840,449.447,544.650,445.686,326.386,122.985,82592,537.2                1【2

                工[3

                皿

                計82.518,953.716.1712.910,222.333,613.97.71.49.44645.88726

資料:集落アンケート調査結果

注斡旋・売貸対象の公的組織の数値は、役場、農協、森組、農業委員会の類型である.

にとって契約を締結しやすい条件であると推察できる。

空き家:UIターン者にとって仕事と住居の確保は移住先

の決定に関わる重要事項であり、また最も苦労する点でも

ある。今回、供給側、仲介組織及びUIターン者への調査か

ら、空き家確保は非常に困難である現状が明らかになった。

仲介組織の中には空き家と空き家提供希望者(地元住民)

と移住希望者(都市住民)をデータベース化し1空き家バ

ンク」を設けている組織もあるが、多くの組織で課題とし

て挙げられたのは、空き家があるのに貸与売却可能な物件

が出てこない点である。それにはいくつかの原因があるこ

とが、供給者側への意向調査と併せて読み取れた。

1点目は、所有者が不在村であっても、空き家を墓参時等

の会合や宿泊先として使用しているケースである。農山村

では各家の墓が住宅の傍にある事も多く、盆暮れの墓参時

に親戚一同が会しする場として空き家を使うため売却・賃

貸はしないとの意向をもつ所有者が少なからず見られた。

2点目は、居住者がいなくなった家は傷みが早く、また築

年数が多い家は水まわり等の整備が十分でないため所有者
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が売却・賃貸を躊躇うケースである。この場合は更に2つの

理由があり、1つは改修費用の負担が所有者にかかる場合が

あるため、もう1つは所有者にその気がなくても「古い家を

人に売り貸しして金儲けをしている」と地元住民から認識

される場合があるためである。また逆に空き家を手放す事

で「あの家は落ちぶれた」と思われるのは困るとの理由か

ら、空き家はあるが売り貸しの意向はないとの回答もみら

れた。

このような状況下で、UIターン者の多くは仲介組織や職

場・居住先の知り合い、地域によっては不動産業者や物件

掲載雑誌を手がかりに中古物件を確保している。中でも地

元に顔の聞く住民がUIターン者と空き家所有者を紹介す

るケースは、双方からの信頼も厚いため話が迅速かつ的確

に進み、その後の人間関係も比較的良好のようである。

なお、空き家確保が困難iである場合の選択肢には「住宅

の新築」も挙げられるが、地域慣行としての水利権が残る

地域では、移住者が新築の住宅を建てられない可能性があ

ることもあわせて明らかになった。これらは需給ギャップ

を生みだす原因の一つではあるが、同時に農山村が地域社

会を今日まで存続させてきた重要な要因でもあると考えら

れ、それだけに解決が難しい課題でもある。

4農山村遊休不動産市場の構築

4.1農山村遊休不動産市場の考え方とタイプ

本研究では、農山村遊休不動産市場を①遊休農林地およ

び空き家、②都市住民(需要側となる移住・農林業就業希

望者)、③農山村住民(不動産供給および移住者受け入れ

側)④需給者をつなぐ仲介組織の4つの要素から成立する

市場と想定した。

そこで最後に、不動産仲介組織について考察する。ここ

では仲介組織を組織の形態毎に応じて、①行政関与型、②

NPO、第3セクタ・一一一型、③民間型の3タイプに分類し、事例

を通じて各タイプの特徴を抽出するとともに新たな展開可

能性について言及する。

1)行政関与型組織の具体例

都道府県及び市町村役場が、農林地や空き家の仲介・m

ターン者の相談窓口を担当しているケースである。具体例

としては空き家の所有者と移住希望者をそれぞれ登録し情

報バンクとして運営している大分県竹田市、京都府舞鶴市、

高知県大豊町、産業体験など定住支援全般を行うふるさと

島根定住財団、就農研修と併せて定住サポートも行ってい

る高知県アグリ窪川体験塾(高知県農業大学校)等がある。

また、京都府舞鶴市や兵庫県多可町では、近畿圏の都市住

民を主な対象者として滞在型市民農園を設置している。市

民農園では農地貸与のみならず地元特産品の加工販売等も

行っている。施設運営は地元住民との協働や地元住民への

経営委託で行われ、事業を通じて都市住民との交流や二地

域居住の実現を進めている。

2)NPO、第3セクター型組織の具体例

田舎暮らしや新規就農のコーディネートを事業化する

NPO法人の設立が各地で見られ、各団体とも地域のネット

ワークを生かして情報収集に努めつつ農山村体験ツアーを

積極的に展開している。NPO法人大分YUKI生活応援団や、

NPO法人ゆいま一るプラス(島根県)がその例である。ま

たNPO法人いちじま丹波太郎(京都府)は有機農産物の直

販や就農研修を、NPO法人地球デザインスクール(京都府)

は農山村体験や公園整備を切り口に農山村不動産の活用や

都市住民との交流に取り組んでいる。

NPO法人里山ねっと・あやべは森林ボランティアや農業体

験などのプログラムの企画運営を通じて都市住民と地元住

民との連携を図っている。インターネット上では空き家情

報なども発信しており、UIターン者へのアンケート調査で

は里山ねっとあやべを通じて綾部市へ居住した都市住民も

見られた。

バーチャル本川村は、高知県の出版会社の代表者が運営し

ているネット上の「仮想コミュニティ」である。アクセス

者はバーチャル本川村の村民として会員登録ができるよう

になっており、約1000名の会員がいる。また、実際に旧本

川村に空き家を借りて農作業や地元住民との交流の拠点に

しながら活動しており、地域の祭りや台風被害の片付けな

ど積極的な交流を会員とともに進めている。

3)民間型組織の具体例

民間型市場は大きく2つのタイプに分けられる。1つは不

動産業者が営利活動として空き家の仲介を行うケースであ

る。その具体例は東京にある「ふるさと情報館」である。

ふるさと情報館は、不動産仲介業務の㈱ラーバンと出版・

企画・コンサルタント業務の㈱ふるさとネットの2法人から

成り、会員に対して情報誌の発行や物件案内、田舎暮らし

体験館の運営など農山村移住に関する様々な情報提供と仲

介を行っている。

また京都府美山町では、第三セクターの美山ふるさと株

式会社が新築の宅地販売と空き家の紹介業務を行っている。

美山町は早くから移住者の受入に積極的な対応をとってき

た自治体であり、美山ふるさと株式会社の設立はその動き

に即した対応である。

もう1つは、農山村集落が積極的に移住希望者を受け入れ

ているケースである。高知県四万十市(旧西土佐村)の集

落では、区長が地域の空き家情報を収集するとともに移住

希望者受け入れの窓口になり、住居や仕事の紹介、移住者

同士や地元住民との仲介役を果たしている。また大分県宇

佐市(旧安心院町)の集落では、地元住民が集落でイベン

トを開催したり農産物のアンテナショップを大分市内に開

くなど都市住民との交流を積極的に展開しており、その結

果UIターン者が集落人口の30%以上を占めるに至った。
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4.2新たな不動産市場の可能性

今回の調査の範囲での結論は、都市住民の農地需要は旺

盛なものの林地需要は弱いものであった。また、農山村居

住における空き家需要は堅実である。

ところが供給サイドの農山村住民の空き家貸与・売却意

向は5%程度に止まっている。その一方で農林地の供給意向

には使用中の土地も含めて強いものがある。

したがって、現段階においては、都市住民と農山村住民

の間には農山村遊休不動産をめぐる市場は二面性を持ち、

空き家のように需要過多のものと、農地のように需給均衡

の可能性をもつものとが含まれている。しかし、後者にっ

いても需給がうまく調整されない実態がある。その原因と

して「都市住民と農山村住民」「仲介組織と需給希望者」

の間で齪蠕が発生している点が考えられる。

では、齪酷発生の原因は何であろうか。そして、どのよ

うな解決策が考えられるだろうか。本研究では以下の2点を

指摘したい。

1点目は、行政が地域慣行や所有者の意向を正確に把握で

きていない点である。農山村での調査を通じて、農地取得

の下限面積や水利権等に見られる法的規制、墓参時の空き

家使用や農山村不動産全般をめぐる所有者や地元住民に見

られる旧弊等、移住制約の要因が明らかになった。こうし

た制約と原因を正確に把握し変革を起こさない限り、農山

村遊休不動産活用はありえず、移住者を農山村に確実に入

れ込む方法としては、公営住宅の建設が最も確実な手段と

してあげられる。

2点目は、機能的な仲介組織を設定しきれていない点であ

る。取り扱い物件を切り口に考察すると、行政や第三セク

ター・NPO法人が進める空き家仲介は不動産情報に乏しい

場合も多く、また売り手と買い手の紹介にとどまり、仲介

活動が停滞している組織も見られた。それに対し地域に詳

しい地元住民組織が仲介を進めている場合には、空き家の

件数や所有者の意向把握および協議が比較的スムーズに進

んでいた。

次に窓口機能の点から考察してみる。公的機関である行

政や第三セクター、NPO法人は都市住民からの移住に関す

る問い合わせ窓口として認知されやすく機能もしているが、

農山村不動産情報を持っている住民組織は表立った窓口が

ない場合が多く、都市住民からは分かりにくい。都市部の

不動産会社は、都市住民からも比較的問い合わせ易く全国

の物件を豊富に取り扱ってはいるものの、入居後の移住者

と地元住民の関係構築などアフターケアには十分な対応が

取りにくい。このように、仲介組織の活動はまだ不十分で

あり、それぞれに課題がある。

昨年、農林水産省、国土交通省及び総務省の3省からなる

横断的な委員会が、半定住人口による多自然居住地域の可

能性に関する調査報告書をまとめ、厚生労働省や全国農業

会議も昨年からインターネットを通じた農林漁業への就業

斡旋を開始した。また団塊世代の一斉退職は来年に迫って

おり、農山村不動産の活用は、農林業や農山村の活性化、

変化するライフスタイルへの対応、ひいては国土保全など

様々な局面から更に必要とされると予測される。そしてそ

の実現には、都市住民に対して開かれた不動産情報や地域

情報を提供し、かっ地元住民の信頼と情報を得ながら、移

住希望者と地元住民の関係構築を担う仲介組織の編成が不

可欠である。仲介組織の中には、それらに対応した新たな

展開も見られ始めた。商工会を構成員に加え、メンバーで

ある不動産業者が空き家の仲介斡旋を行う組織や、UIター

ン者同士のコミュニケーション構築に着手する組織、集落

が自らも楽しみながら積極的に都市住民との交流に取り組

む組織など、その模索は様々である。

しかし、今後さらに需給者のみならず、仲介組織同士や

仲介組織と行政・民間等の各主体をつなぐ新たな仲介組織

が必要と考えられる。その組織形態をNPO法人(公的機関

の下部)と想定、図4-1に示している。また、併せて産学官

民が役割分担をした上で、正確に農山村の現状や移住・土

地取得に関する法律や制度、慣習を把握し、必要に応じて

それらを改変し新たな政策を打ち出すことが必要である。

それらが動いた時、今回の「農山村の遊休不動産をめぐる

市場は不成立である」という総括の転換が可能になるだろ

 う。
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図4-1新たな農山村遊休不動産市場の模式図
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